
資料３－２

国立大学法人等施設整備５か年計画

１．計画期間 １．計画期間 １．計画期間

　本計画の計画期間は、基本計画期間（平成１３年度から５か年）とする。 　本計画の期間は、第３期基本計画期間（平成１８年度から５年間）とする。 　本計画の期間は、第４期の科学技術基本計画期間（平成２３～２７年度）とする。

２．整備対象 ２．基本方針 ２．基本的考え方

（1） 次に掲げる施設を優先的な目標とする。（約２１０万㎡） ①質的向上への戦略的整備―Strategy

①大学院充実等に伴う大学院施設の狭隘解消等（約１２０万㎡） 

（1） 人材養成機能を重視した基盤的施設

i)　卓越した教育研究拠点の形成

ii)　個性や特色を発揮して教育研究を活性化する環境の整備

　国立大学法人等（大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校機構を含む。）の
施設は、高度化・多様化する教育研究活動の展開に不可欠な基盤であり、創造性豊かな人材養
成、独創的で多様な学術研究の推進、高度先進医療の提供等を推進するための礎である。

　これまで、国立大学法人等の施設については、第２期及び第３期の科学技術基本計画を受け
て、それぞれ「国立大学等施設緊急整備５か年計画」（平成１３～１７年度）及び「第２次国立大学
等施設緊急整備５か年計画」（平成１８～２２年度）を策定し、これらの計画に基づき施設整備を実
施することにより、耐震化や老朽・狭隘解消に一定の進展が図られてきた。

　しかしながら、国立大学法人等の施設は、依然として安全性・機能性の不足や老朽化の更なる
進行などの課題を有しており、特に近年は教育研究活動の高度化・多様化、国際競争力の強化、
産学官連携の推進等に必要な施設面での対応も求められている。

　また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、東北や関東地方の国立大学法人等に
おいて、施設及び設備等の損壊やライフラインの途絶、電力供給力の減少等による教育研究活動
への影響など、広範かつ深刻な被害が生じたところであり、総合的な防災機能強化の重要性が再
認識されたところである。

　厳しい財政状況の中、これらの課題等に適切に対応していくためには、国立大学法人等の施設
に求められる機能が効果的・効率的に実現されるよう、長期的な視点に立って、その充実に向け
て計画的かつ重点的な施設整備を行うことが不可欠である。

　このような状況の下、平成２３年８月に閣議決定された第４期の科学技術基本計画において、国
は、重点的に整備すべき施設等に関する国立大学法人等全体の施設整備計画を策定し、十分な
機能をもった、質の高い、安全な教育研究環境の確保とその一層の高度化に向けて、安定的、継
続的な整備が可能となるよう支援の充実を図ることとされたところである。

　このため、文部科学省では、「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」を策定し、以下のと
おり国立大学法人等の施設の計画的かつ重点的な整備を推進することとする。

（１）　国立大学法人等が、我が国の成長・発展に向けて、人材養成や学術・文化の継承と発展、
地域社会・産業への貢献等の役割を十分に果たしていくためには、その施設の現状や課題を十分
に踏まえた上で、計画的かつ重点的な施設整備を推進していく必要がある。
　このため、以下の①から③までの視点からの施設整備を一体的に実現することを通じて、我が
国の未来を拓く教育研究基盤の形成の一層の促進を図る。

　我が国の国際競争力の強化等を目指して、国内外を問わず広く優秀な人材を惹きつけると
ともに、世界を牽引するリーダーや研究者等を養成し、世界水準の優れた教育研究成果を生
み出す拠点の形成を図る。

　国際社会で活躍できる豊かな創造性を持った優れた研究者や社会的要請に的確かつ機動
的に応える高度専門職業人の養成、独創的・先端的な学術研究等の推進など、大学院への
期待は益々増大しているところである。しかしながら、大学院施設については、大学院学生や
留学生数の急増等による狭隘化等の問題が深刻化しており、その改善が強く求められてい
る。このため、大学院の拡充に伴い必要となっている施設の整備など、大学院施設の整備に
重点的に取り組むとともに、整備に当たっては、施設の効果的・効率的な利用を図る観点か
ら、各部局が共有する総合的・複合的な研究棟等の整備を図る。
　また、施設の老朽化、狭隘化解消等の観点から、新敷地への統合移転による施設整備を進
めているものについては、引き続き、計画的に整備を推進する。

　人々の知的活動・創造力が最大の資源である我が国にとっては、世界一流の優れた人材の養成
が不可欠であり、そのための基盤となる施設の整備・充実が不可欠である。このため、国際的に通
用する高度な人材養成機能の中核である大学院について、大学院教育の実質化等の教育内容・
方法の改革・改善に伴うニーズに対応するとともに、各高等教育機関等に求められる多様で質の
高い教育を実施するために、個性・特色ある教育内容・方法が展開できる教育環境の充実を図る。
　また、優れた若手研究者等が、自立して研究できる環境の整備や生活面の環境整備を図る。

　国立大学等の施設については、今後、約１，１００万㎡の整備が必要と見込まれているが、各大
学等における教育研究の活性化や現下の厳しい財政状況等を踏まえ、老朽化・狭隘化問題の解
消に向けて緊急に整備すべき対象を明確化し、重点的・計画的整備を図る観点から、次のような
施設を整備の対象とする。

第３次国立大学法人等施設整備５か年計画（平成23～27年度）

第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画

平成１８年４月１８日

文 部 科 学 省

第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画（平成18～22年度）

第３次国立大学法人等施設整備５か年計画

平成２３年８月２６日

文 部 科 学 大 臣 決 定

　高度化・多様化する教育研究活動を活性化し、各国立大学法人等の有する個性や特色を最大
限に引き出していくためには、その基盤となる教育研究環境が十分な機能を備えたものとなること
が不可欠である。
　このため、国立大学法人等が機能別分化を推進し、その個性や特色を一層発揮できることを目
指して、以下の視点から戦略的に施設整備を推進する。

　平成１３年３月３０日に閣議決定された第２期科学技術基本計画（以下「基本計画」という。）で
は、科学技術振興のための基盤の整備として、大学等施設の老朽化・狭隘化の改善を国の最重
要の課題として位置付けるとともに、国立大学等（国立大学、大学共同利用機関及び国立高等専
門学校をいう。以下同じ。）の施設の整備について、基本計画期間中において、「大学院の狭隘化
の解消、卓越した教育研究の実績がある研究拠点の整備、既存施設の活性化などの観点から、５
年間に緊急に整備すべき施設を盛り込んだ施設整備計画を策定し、計画的に実施する。」としてい
る。

　国立大学等の施設は、独創的・先端的な学術研究や創造性豊かな人材育成のための活動拠点
であり、科学技術創造立国を目指す我が国にとって、不可欠な基盤である。

　しかしながら、国立大学等の施設においては、経年による老朽化・機能劣化や大学院学生・留学
生の飛躍的な増加等による狭隘化が進行し、学術研究や人材育成の場の確保が困難になりつつ
ある。

　このような状況を踏まえ、文部科学省では、世界水準の教育研究成果の確保を目指し「国立大
学等施設緊急整備５か年計画」を策定し、今後の社会経済の動向、厳しい財政状況等を勘案しつ
つ、基本計画期間中における国立大学等施設の重点的・計画的整備を図る。

国立大学等施設緊急整備５か年計画（平成13～17年度）

国立大学等施設緊急整備５か年計画

 － 施設の重点的・計画的整備 －

平成１３年４月１８日

文 部 科 学 省

　平成１８年３月２８日に閣議決定された第３期科学技術基本計画（以下「第３期基本計画」とい
う。）では、国立大学法人、大学共同利用機関法人、独立行政法人国立高等専門学校機構（以下
「国立大学等」という。）の施設の整備について、国は「卓越した研究拠点、人材育成機能を重視し
た基盤的施設について、老朽施設の再生を最優先として整備する観点から、第３期基本計画期間
中の５年間に緊急に整備すべき施設を盛り込んだ施設整備計画を策定し、計画的な整備を支援す
る」こととしている。

　平成１３年に策定した「国立大学等施設緊急整備５か年計画」（以下「前５か年計画」という。）に
おいて、優先的に取り組んできた狭隘解消整備等の実施により、教育研究環境が充実し、教育研
究の進展、先端技術を取得した研究者の養成、新技術の開発などにおいて一定の効果が現れて
きている。しかしながら、国立大学等施設の現状は、老朽化した施設が増加し、次世代をリードす
る研究者など優れた人材の養成や創造的・先端的な研究開発の場の確保が困難になりつつあ
る。

　国立大学等の施設は、世界一流の優れた人材の養成と創造的・先端的な研究開発を推進する
ための拠点であり、科学技術創造立国を目指す我が国にとって不可欠な基盤であることから、この
ような施設の状況を踏まえ、文部科学省では、第３期基本計画期間中における「第２次国立大学等
施設緊急整備５か年計画」（以下「本計画」という。）を策定し、国立大学等施設の重点的・計画的
整備を支援する。

　前５か年計画により、優先的に取り組んできた施設の狭隘解消は計画どおり整備されたものの、
老朽施設の改善は計画の半分程度にとどまり、その後の経年による老朽改善需要とあいまって、
老朽施設は増加した。また、平成１３年度以降新たに設置された大学院への対応、若手研究者の
教育研究活動への対応、新たな診断・診療方法の開発や医療人に対する研修・実習への対応な
ど新たな教育研究ニーズも発生している。
　このため、本計画においては老朽施設の再生を最重要課題とした上で、併せて、新たな教育研
究ニーズによる施設の狭隘化の解消を図り、人材養成機能を重視した基盤的施設及び卓越した
研究拠点（以下「教育研究基盤施設」という。）の再生を図る。
　また、大学附属病院については、先端医療の先駆的役割などを果たすことができるよう、引き続
き計画的に整備を図る。



②卓越した研究拠点等（約４０万㎡）　　　　　　　　 （2） 卓越した研究拠点

iii)　先端医療・地域医療に対応した大学附属病院の計画的な整備

②地球環境に配慮した教育研究環境の実現―Sustainability

（3） 大学附属病院

③先端医療に対応した大学附属病院（約５０万㎡）    　

③安全な教育研究環境の確保―Safety

（2）

○耐震性能が著しく劣るものであること。

○教育研究の活性度が高く、施設整備によりその一層の充実が期待されるものであること。

（3）

３．整備内容 ３．整備内容

（1） 教育研究基盤施設の再生

（1） 老朽改善整備

①老朽施設の改善（約４００万㎡）

①老朽再生整備（約４００万㎡）

安全性に問題のあるものであること。

耐震性が著しく劣るものであること。 機能改善により高い教育研究効果等が見込まれるものであること。

②狭隘解消整備（約８０万㎡）

　 ②基幹設備（ライフライン）の改善

（2） 大学附属病院の再生（約６０万㎡）

（2） 狭隘解消整備（約８０万㎡）

　以下の観点から、老朽化した施設や基幹設備（ライフライン）を改善することにより、防災機能の
強化を図るとともに教育研究活動の基盤として相応しい質の確保を図る。

　我が国が世界に貢献し、国際的な責任を果たしていくためには、卓越した研究拠点に国内外の
優秀な研究者や学生を集め、世界水準の学術研究を推進していく必要があり、施設の整備はそれ
にふさわしい魅力ある研究環境を整える上で不可欠となっている。このため、優れた教育研究機能
を持つ世界水準の独創的・先端的な学術研究の拠点を形成するための整備を図る。更に、国立大
学等が地域の知の拠点として機能し、地方公共団体、民間企業との共同研究など社会等との連携
協力を推進するとともに、国家的・社会的課題への対応などでプロジェクト的に実施される他大学
や公的研究機関との共同研究等の連携協力を推進する研究環境の整備を図る。

　各国立大学法人等の個性や特色が最大限に発揮されるよう、創造性豊かな人材養成や独
創的で多様な学術研究の推進、社会貢献（地域貢献、産学官連携、国際交流等）など教育研
究活動の活性化等に繋がる施設の機能の向上を図る。

　耐震性など安全性に問題のある施設や教育研究活動に機能面で問題のある施設につい
て、以下の要件を総合的に勘案し、施設整備を推進する。

（ⅰ）

（ⅱ）

　なお、建物の耐震化については本計画期間内で完了させることとし、そのうち、特に耐震性
が著しく劣るIs値０．４以下の建物の耐震化については、原則として、当初２年間で完了させ
る。

基幹設備の不備など著しい機能上の問題を改善することにより、優れた教育研究成
果が期待されるものであること。

　卓越した教育研究拠点の形成や若手研究者の増加、留学生の受入れ等への対応など教育研
究活動の活性化や高度化、多様化に伴い必要となるスペースは、施設マネジメントにより既存施
設を有効活用すること等による確保を前提とするが、このような対応による確保が困難で、教育研
究活動上、真に必要と認められるものについては、新増築等による確保を図る。
　その際、実験機器等の適正な配置が可能となるよう、また、災害時における避難通路の適切な
確保ができるよう、安全な教育研究環境の確保に努める。

　地球温暖化は喫緊の課題であり、国立大学法人等においても、地球環境への負荷が少なく持続
的な発展を可能とするため、温室効果ガスの排出削減に向けた取組を進める必要がある。
　加えて、東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故等に伴い電力需給が逼迫しており、
今後更に、省資源、省エネルギーの取組を進める必要がある。
　このため、施設整備に当たっては老朽施設のエコ再生や再生可能エネルギーの導入等を推進
するなど、必要な環境対策を講じる。

　国立大学法人等の施設には、平成２２年度末において、改善が必要な老朽施設として約１，００
０万㎡、高度化・多様化する教育研究活動の実施に不可欠なスペースとして約２００万㎡の整備需
要が存在する。
　これらの整備需要に対し、２．の基本的考え方の実現を目指すため、以下の施設を優先的に整
備すべき対象とし、効果的・効率的に施設整備を推進する。

（２）　国立大学法人等は、本計画の趣旨を踏まえ、長期的な視点に立って、より効果的かつ効率
的に施設整備を実施するため、基本理念や将来構想などのアカデミックプランや経営戦略等を踏
まえたキャンパス全体の整備計画（キャンパスマスタープラン）の策定・充実とその計画に基づく施
設整備に努める。
　また、既存施設の有効活用や適切な維持管理等の戦略的な施設マネジメントの推進とそれに必
要な人材養成、多様な財源を活用した施設整備などシステム改革への取組を一層推進する。

　国立大学等において必要な整備面積は平成１７年度末において約１，０００万㎡に達しており、こ
のうち、各国立大学等における教育研究の活性化や現下の厳しい財政状況等を踏まえ、緊急に整
備すべき対象を明確化し、重点的・計画的整備を図る観点から、次のような施設を整備の対象とす
る。

　耐震性など安全性に問題のある施設や基幹設備（ライフライン）の解消は、学生等の安全確保だ
けでなく、災害時における地域住民の応急避難場所、地域の拠点病院としての観点からも、引き
続き早急に対応すべき課題である。
　このため、建物の耐震化や非構造部材の耐震対策、基幹設備（ライフライン）の改善など、早急
に安全性の確保に必要な対策を講じる。

　国立大学附属病院は、先端医療の先駆的役割を果たすとともに、診療のみを行う一般の医
療機関とは異なる臨床医学の教育研究の場であり、地域における中核的医療機関としての役
割も果たしている。しかしながら、施設の老朽化や機能劣化が進み、近年の医学の進歩に伴
う医療の専門化・高度化への対応が困難になるとともに、医療機器の増大、社会の変化に伴
う患者数の増加等により施設は狭隘となり、教育研究活動、医療活動及び病院の管理運営に
支障を来している。
　このため、逐次、再開発整備を進めているところであり、引き続き、計画的に整備を図る。

　老朽化した施設の改善整備に当たっては、昭和４５年以前の施設のうち、約３９０万㎡（附属
病院施設分を除き、当該施設整備に伴う狭隘化解消分を含む。）に関し、個別の施設につい
ての次のような要件を総合的に勘案しつつ、優先順位に基づき適切に判断する。

　上記（１）及び（２）のそれぞれの面積の算出は、例えば、必要面積から　　現有面積を控除し
て、大学院の狭隘化解消のための整備面積を算出するなど、具体的な整備対象施設を特定
せず機械的に行っている。これらについて、仮に従来の手法により整備した場合、現時点で、
所要経費は最大約１兆６，０００億円と見込まれる。

 　新たに設置された大学院、若手研究者のスペース確保等、新たな教育研究ニーズへの対
応については、既存施設の有効活用等によりスペースの確保を図ることを基本とし、このよう
な施設マネジメントによる対応が困難で、真にやむを得ないものについては新増築による整備

　大学附属病院は、医療人材を養成する教育機能や高度先進医療等を開発する研究機能、
地域医療や災害時における救命救急医療の中核的役割を担う診療機能を有している。このた
め、卒前・卒後教育の一体的で魅力ある教育プログラムや医療の専門化・高度化に対応した
最先端の医療、地域との連携の推進等への対応に必要となる大学附属病院施設の機能の向
上を図る。

　安全性に問題のある基幹設備を早急に改善するとともに、教育研究活動に機能面で問題の
ある基幹設備について改善を図る。

　教育研究基盤施設の整備充実を図るため、老朽施設の再生に当たっては、教育研究上著し
い支障がある施設に関し、次の要件を総合的に勘案しつつ整備を図る。

（ⅰ）

（ⅱ）

　我が国が世界に貢献し、国際的な責任を果たしていくためには、卓越した研究拠点に国内
外の優秀な研究者や学生を集め、世界水準の学術研究を推進していく必要があり、施設の整
備は、それにふさわしい魅力ある研究環境を整える上で不可欠となっている。しかしながら、
老朽化とともに、研究設備の大型化等に伴い狭隘化が進んでいる。このため、特に、基本計
画に基づき重点的に推進すべきとされる研究分野、国際共同研究において我が国が大きな
役割を担い積極的に取り組んでいる分野、世界的に水準の高い独創的・先端的な基礎研究
の分野等に係る研究施設及び国立大学等と地域との連携や国際学術交流促進のための関
連施設について重点的な整備を図る。

　国立大学附属病院は、一般の医療機関と異なり、高度先進医療や医学系人材養成など卒前卒
後の臨床教育の場であるとともに、先端医療の先駆的役割を果たす場であり、近年の医学の進歩
に伴う医療の専門化、高度化への対応が不可欠である。また、地域における中核的医療機関とし
ての機能も果たしており、災害時においては医療の拠点としての役割が求められることから、施設
の耐震性等安全性の確保を図る必要性が極めて大きい。このため、一層社会貢献できる病院とし
て再生するため、前５か年計画により進められた再開発整備に引き続き、着実に計画的な整備を
図る。

　大学附属病院は、先端医療の先駆的役割などを果たすため再開発整備を進めているところであ
り、引き続き、一層社会貢献することができるよう、着実に計画的な整備を図る。

　教育研究基盤施設の再生に向け、老朽再生整備及び狭隘解消整備を行う。
　併せて、安全・安心な教育研究環境を確保するため、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」
の一部改正を踏まえ耐震改修整備を図る。



（3） 大学附属病院の再生（約７０万㎡）

３．具体的実施方針 ４．具体的実施方針 ４．実施方針

　本計画の実施については、上記２を対象としつつ、具体的には以下の方針により行う。

（1）

（1）

（2）

（3）

（2）

（4）

（3）

（4）

　大学附属病院については、教育・研究・診療機能を果たしており、これまでも計画的かつ着実に
その再開発整備を推進してきた。引き続き計画的かつ着実な整備を推進するとともに、最先端医
療への対応や安全確保のために不可欠な施設整備、災害時の救命救急医療の拠点としての整
備等を行い、安全で質の高い教育・研究・診療環境を確保する。

（４）　上記の整備を行うための所要経費について、具体的な整備対象を特定せず、これまでの実
績に基づき試算すると、現時点で最大約１兆１，０００億円と推計される。

　本計画の実施に当たっては、文部科学省による計画的かつ重点的な整備の支援を基本とした
上で、以下の方針により行うものとする。

（２）　文部科学省は、質的向上への戦略的整備（Strategy）を推進するため、（１）の事業評価に際
して国立大学法人等の個性や特色を踏まえたカテゴリーを設定し、カテゴリー毎に高い教育研究
効果が見込まれる事業から優先的に選定を行う。その際、国の政策課題や社会的要請への対応
に必要な施設については、特に配慮する。

（５）　文部科学省は、施設整備に係る投資の効果を最大限発揮させることを前提として、必要な
経費の確保に努める。

（４）　文部科学省は、国立大学法人等による多様な財源を活用した施設整備などシステム改革へ
の取組を一層促すため、優先的に支援を行う対象の明確化や必要な情報提供等に努める。

　個々の施設の整備に当たっては、大学等からの意見を聴取しつつも、当該施設の現況や利
用状況の点検等を含む適切な調査・評価等を行い、それらの結果に基づき、真に重点整備を
行うべき施設をさらに厳選する。

　各大学の研究棟の整備に当たっては、各大学の部局等が共有する総合的・複合的な研究
棟やプロジェクト的な教育研究活動に供するスペースなど、弾力的・流動的に使用可能な共同
利用の教育研究スペースに重点化する。

　国有財産処分収入や民間資金の確保はもとより、他省庁・地方公共団体との連携やＰＦＩ等
新たな整備手法等の導入を検討するとともに、コスト縮減を図る。

（１）　文部科学省は、３．の整備内容を踏まえ、具体的な事業を選定するに当たり、国立大学法人
等の施設の現況や教育研究の実施状況に加え、地球環境への配慮やシステム改革の取組状況
などについて調査・評価を適切に行い、それらの結果に基づき実施事業を選定する。また、施設整
備の実績と併せて施設整備によって得られた成果を把握することにより、本計画の進捗状況を適
時確認する。

国立大学等は、前５か年計画における成果も踏まえ、全学的視点に立った施設運営・維持管
理やスペースの弾力的・流動的な活用等の施設マネジメントを一層推進する。また、前５か年
計画において取り組んできた寄附・自己収入による整備など、国立大学等の自助努力に基づ
いた新たな整備手法による施設整備を引き続き推進するとともに、地域再生・都市再生を推進
する等の観点から、産業界・地方公共団体との連携協力による施設整備を進める。　なお、事
業の実施に当たっては、国立大学等の公共性に鑑み、政府全体の公共工事コスト縮減対策
を踏まえ、コスト縮減の取組や適正な執行を行う。

文部科学省は、（１）で述べたような、国立大学等における施設マネジメントや新たな整備手法
による施設整備等の取組をさらに促進するために、必要な制度の見直しを行うとともに情報提
供に努める。

（3）　上記（１）及び（２）の整備を行うための所要経費については、具体的な整備対象施設を特定
せず、これまでの実績に基づき試算すると、現時点で最大約１兆２，０００億円と推計される。
　なお、現下の厳しい財政状況を踏まえ、国立大学等においては、これらを実施するための自助努
力による新たな財源確保の可能性について積極的に検討するとともに、文部科学省においては、
そのための支援を行い、事業の円滑な実施に最大限の努力を払うこととする。

（３）　国立大学法人等は、システム改革への積極的な取組を一層推進し、事業の実施に当たって
は、コスト縮減や適正な執行に努める。

　各大学等における施設の利用に当たっては、従来、各大学の部局等別の利用になりがちで
あった点を改め、既存の組織の枠を越えた施設の利用を推進するとともに、大学等の組織全
体の視点に立った施設運営を推進するためのシステムを確立し、既存施設の効率的な利用を
促進する。

　前５か年計画において、施設の効率的な利用や弾力的・流動的に使用可能なスペースの確保が
図られた。このことから本計画の実施に当たっては、文部科学省による支援を基本としつつ、国立
大学等が取り組む施設マネジメントや新たな整備手法による整備等のシステム改革を一層推進す
るため、以下の方針により行う。

　毎年度の予算編成に当たっては、政府全体として財政構造改革に取り組んでいかなければ
ならない厳しい財政事情であることを踏まえ、施設整備に係る投資の効果を最大限発揮させ
ることとして、必要な経費の確保を図っていくものとする。

　個々の施設整備に当たっては、国立大学等からの意見を聴取しつつ、当該施設の現況や利
用状況の点検等を含む適切な調査・評価を行い、それらの結果に基づき実施事業を厳選す
る。その際、これらの国立大学等における施設マネジメントや新たな整備手法による整備など
のシステム改革への取組等を積極的に評価する。


